






































（3）　垂直的制限に関する一括適用免除規則（Commission Regulation （EU） No 330/2010 
of 20 April 2010 on the application of Article 101（3） of the Treaty on the Functioning 
of the European Union to categories of vertical agreements and concerted practices）1
条（e）は、選択的流通制度を次のように定義する。‘selective distribution system’ 
means a distribution system where the supplier undertakes to sell the contract goods 
or services, either directly or indirectly, only to distributors selected on the basis of 
specified criteria and where these distributors undertake not to sell such goods or 
services to unauthorised distributors within the territory reserved by the supplier to 






















































































































































































（20）　Case 26/76 Metro SB-Großmärkte GmbH & Co. KG v Commission.
（21）　Coty先決裁定が対象判例を引用しているが、とりわけCase 31/80 L'Oréal v PVBA 
























（25）　Jonathan Faull & All Nikpay, The EU Law of Competition（3rd ed.）（Oxford 
































（28）　Decision no 08-D-25 du 29 octobre 2008.
（29）　これを受けて、パリ高裁は、本件契約条項は、一括適用免除を受けられないだけ
でなく、個別適用免除も受けられないとして、フランス競争法委員会の決定取消し



















（30）　Giorgio Monti, ‘Restraints on Selective Distribution Agreements’, 36 （4） World 
Competition 489（2013）, Louis Vogal, ‘Vertical Restraints: Towards More Rigid Rules 




















































































































































（34）　Denis Waelbroeck and Zachariah Davies ‘Coty, Clarifying Competition Law in the 
Wake of Pierre Fabre’, Journal of European Competition Law & Practice, Volume 9, 
Issue 7, pp431–442, Ralph A Winter ‘Pierre Fabre, Coty and Restrictions on Internet 
Sales: An Economist’s Perspective’, Journal of European Competition Law & Practice, 


























裁定はそのような理解を採用しなかった。‘Competition restraints in online sales after 


























































（42）　この点について、論ずるものとして、Ariel Ezrachi, ‘The Ripple Effects of Online 
Marketplace Bans’, 40 World Competition Issue1 pp47-65. 
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るか否かで結論がほぼ決せられる形がとられていた。これを受けて、一括
適用免除に当たるとする主張、すなわち正当化事由に関係するような主張
が強く打ち出されることとなり、司法もそうした主張に対応した判断枠組
みを形成する傾向にあった。これは、とりわけ制度採用時の事前の違法性
判断が求められる選択的流通制度において顕著であったと考えられる。欧
州委員会は、2010年の前記改正を通じて反競争効果と競争促進効果を比
較衡量する枠組みへと転換を図ったが、特に先例拘束性のある司法におい
ては、一朝一夕に判断枠組みは変わらないということであろう。一方、
Asics事件に係るドイツ連邦カルテル庁の原決定やGuessに対する欧州委員
会の決定は、反競争効果についても言及している。このようなEU全体の
規制の動向を考慮すると、Coty先決裁定は、垂直的制限ガイドラインも併
せ参照すれば、高級品に関する純粋に質的な選択的流通制度であって、行
為者のシェアが30％を超えていない場合の判示と限定して理解するべき
であるように思われる。
日本独禁法は、EU競争法のような歴史的展開を経ておらず、選択的流
通制度についても本来、不公正な取引方法一般指定12項の公正競争阻害
性判断の中で、市場閉鎖効果や価格維持効果と競争促進効果を比較衡量す
る判断枠組みをもち合わせている。流通・取引慣行ガイドラインが一般論
としてそのような比較衡量の考え方で説明しながら、「選択的流通」や「小
売業者の販売方法に関する制限」の項において、①「それなりの合理的理
由」＋②「他の取引先に対する同等の制限」という冒頭で引用したような
枠組みをもち出すのは、EU競争法の影響を受けたものと推察されるが、
そもそもこれが妥当かつ十分な判断枠組みといえるのか、欧州委員会が
行ったような根本的な見直しの機会があってもよかったと思われる（43）。し
かし、この点について結局ガイドライン策定当時から大きな見直しが行わ
れないまま、１で述べたように最高裁判決もこれをそのまま判示として採
（43）　さらに欧州委員会は、2018年10月３日、垂直的制限一括適用免除規則の見直しに
着手したことを公表している。
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用してしまったために、現在では大きな見直しや変更が難しくなっている
ようにみえる。
次に、前記①「それなりの合理的理由」もしくは正当化事由に相当する
考慮要素について、EU競争法は、Coty先決裁定が確認していたようなよ
り精緻な判断枠組みを確立している。また、その当てはめについても、事
例判断の積み重ねにより、具体化が進んでいる。例えば、質的選択的流通
制度については、高級品である方がその必要性が認められやすく正当化の
余地が大きそうである。こうした理由づけ自体、日本独禁法として学ぶべ
き点は多いと思われるが、オンライン販売に焦点を当てた本稿の問題意識
からすると、以下の点を指摘できる。第一に、PF先決裁定から明確であ
るように、EU競争法の下では、オンライン販売の全面禁止は、いかなる
目的であってもハードコア制限とされる可能性が高い。我が国と比べると
厳しいようにみえるこの規制態度は、主として、共同体市場の統合促進と
地域分割に対する懸念に由来しているようにみえる。これは、Guessに対
する決定等においてより鮮明に打ち出されているEU競争政策の顕著な特
徴の一つである。第二に、Coty先決裁定は、品質の確保という目的のため
に第三者プラットフォームの利用を禁ずることの適切性を判断する要素と
して、それが商品役務の実効的な質的コントロールと結びついているかを
重視している。Coty先決裁定においては、事案との関係で２－５で指摘し
たような疑問が残るものの、Asics判決は、この点を両事案を区別する重
要な差異として挙げていたことに留意すべきである。第三に、規則４条の
ハードコア制限を検討する上で、オンライン販売に関して顧客（一般消費
者）のアクセスが十分確保されているかどうかが特に重視されている。す
なわち、PF先決裁定とAsics判決においてはオンライン販売について顧客
に対するアクセスが十分確保されていない事案と評価されてハードコア制
限が認められる一方、Coty先決裁定では、アクセスが確保されているとし
てハードコア制限が否定されている。
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以上のうち、第一点目はEU競争政策特有の観点であるが、第二、第三
の点は、我が国においても第三者プラットフォーム利用をめぐるオンライ
ン販売に関する独禁法規制を検討する際に、正当化事由の判断内容として
取り込みうるものと思われる。
終わりに
以上で検討してきた事案においては、近年台頭著しい何らかの第三者プ
ラットフォームの利用をメーカーが禁ずる形で選択的流通制度を行うこと
を、競争法政策上どのように評価するかが問題となっていた。しかし、オン
ライン販売方法の態様としては、メーカーが第三者プラットフォームを通じ
てのみ商品を流通させる場合も考えられる。このような場合には、本稿で取
り上げた事案に比べてより大きな市場閉鎖効果が生ずる可能性があるほか、
品質確保の目的やその手段の適切性の観点からみて正当化事由が認められる
余地が小さくなることが考えられる。いずれにせよ、反競争効果と正当化事
由の比較衡量枠組みについて一層の精緻化が求められているといえよう。
＊本稿は、科研費基盤研究（C）18K01293の成果の一部である。
＊ 鈴木孝之先生には、東北大学大学院法学研究科教授として在職されてい
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それに大いに啓発されました。また、先生を慕うゼミ生等を集めてご自
分の研究室で「映画を観る会」を開いていらっしゃり、私もそこに混ぜ
ていただいたことは、忘れがたい思い出です。東北大学経済法研究会に
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